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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第85期

第３四半期連結
累計期間

第86期
第３四半期連結
累計期間

第85期
第３四半期連結
会計期間

第86期
第３四半期連結
会計期間

第85期

会計期間

自　平成20年
    ４月１日
至　平成20年
    12月31日

自　平成21年
    ４月１日
至　平成21年
    12月31日

自　平成20年
    10月１日
至　平成20年
    12月31日

自　平成21年
    10月１日
至　平成21年
    12月31日

自　平成20年
    ４月１日
至　平成21年
    ３月31日

売上高
(百万
円)

66,306 54,863 21,079 21,495 80,468

経常利益又は経常損失
(△)

(百万
円)

1,515 1,492 △258 1,534 △490

四半期純利益又は四半
期(当期)純損失(△)

(百万
円)

925 1,561 △283 1,026 △355

純資産額
(百万
円)

― ― 38,567 37,441 35,238

総資産額
(百万
円)

― ― 92,153 87,713 85,468

１株当たり純資産額 (円) ― ― 672.38 652.33 611.55

１株当たり四半期純利
益又は四半期(当期)純
損失(△)

(円) 17.31 29.21 △5.30 19.20 △6.65

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 15.35 25.90 ― 17.03 ―

自己資本比率 (％) ― ― 39.0 39.7 38.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万
円)

4,546 11,617 ― ― 7,520

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万
円)

△12,338 △4,099 ― ― △17,002

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万
円)

4,584 △3,591 ― ― 6,108

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万
円)

― ― 2,745 6,315 2,426

従業員数 (名) ― ― 3,148 3,086 3,160

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し　

　　

　 ておりません。

　　 ２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第85期第３四半期連結会計期間および第85期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、

潜在株式は存在するものの１株当たり四半期(当期)純損失であるため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれてい

る事業の内容に重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　　

３ 【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成21年12月31日現在

従業員数(名) 3,086 〔201〕

(注) １　従業員数は、就業人員(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含むほか、当社グループ雇用の常用パート・臨時社員を含む)であります。 

２　従業員数欄の〔外数〕は、臨時従業員(期間従業員、人材派遣会社からの派遣社員等)の当第３四半期連結会計

期間の平均雇用人員であります。 

３　前連結会計年度より臨時従業員数が218人減少したのは、主に当社において大幅な生産の減少等により、臨時従

業員を削減したことによります。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(名) 1,637〔114〕

(注) １　従業員数は、就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、当社雇用の常用

パート・臨時社員を含む)であります。 

２　従業員数欄の〔外数〕は、臨時従業員(期間従業員、人材派遣会社からの派遣社員等)の当第３四半期会計期間

の平均雇用人員であります。

３　前事業年度より臨時従業員数が232人減少したのは、大幅な生産の減少等により、臨時従業員を削減したことに

よります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで
あります。

　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同四半期比(％)

プレス・樹脂製品事業 15,711 3.9

バルブ製品事業 5,253 △10.0

合計 20,965 △0.0

(注) １　金額は、販売価格によっており、セグメント間の内部振替後の数値によっております。
２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
３　情報・サービス事業については、生産実績の把握が困難でありますので、その記載を省略しております。

　

(2) 受注実績

当社グループでは、プレス・樹脂製品事業、情報・サービス事業の一部で受注生産を行っております
が、受注額および受注残高が少額であるため、その記載を省略しております。
　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで
あります。

　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同四半期比(％)

プレス・樹脂製品事業 16,082 7.2

バルブ製品事業 5,310 △10.9

情報・サービス事業 102 △9.4

合計 21,495 2.0

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

　

相手先

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

トヨタ自動車㈱ 9,094 43.1 11,329 52.7

３　本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の異常な変動
等、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありませ
ん。
　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）　経営成績に関する分析

当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日～平成21年12月31日）におけるわが国経済は、政府による
景気刺激策や海外経済の改善を背景とした輸出・生産の増加などにより、緩やかな回復基調に転じている
ものの、急激な為替変動や企業の設備投資抑制の継続、厳しい雇用・所得環境など、依然として景気の先行
きは不透明な状況が続いております。 
　海外におきましても、国や地域により状況は異なりますが、金融政策、景気対策等により、景気安定化の兆
しがみられますものの、総じて、先行きは不透明で、景気の急回復を望むのは難しい状況にあります。 
　当社グループの主要事業分野であります自動車関連業界におきましては、在庫調整の進展に加え、エコ
カー減税等の効果もあって、自動車生産は回復しつつあります。 
　このような状況のなか、当社グループは「緊急収益改善活動」として、原価改善、設備投資抑制、生産体制
の見直しによる労務費削減、経費削減等に、全力で取り組んでまいりました。その結果、第２四半期連結会計
期間に続き、第３四半期連結会計期間でも黒字を確保し、第３四半期連結累計期間での営業利益、経常利益
の黒字転換を果たすことができました。 
　以上により、当第３四半期連結会計期間の売上高は214億95百万円(前年同四半期比2.0％増)、営業利益は
13億85百万円（前年同四半期は営業損失89百万円）、経常利益は15億34百万円（前年同四半期は経常損失
２億58百万円）、四半期純利益10億26百万円（前年同四半期は四半期純損失２億83百万円）となりました。

　

①事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 
（プレス・樹脂製品事業） 
　米国においては前年同四半期に比べ売上高は大きく減少しましたが、中国では自動車生産台数の大きな伸
びがあり、また、日本、台湾では順調に回復しており、全体では前年同四半期を上回り、売上高は160億82百万
円(前年同四半期比7.2％増）となりました。利益面では、売上高の増加に加え、「緊急収益改善活動」の成
果もあり、営業利益は７億79百万円（前年同四半期は営業損失１億97百万円）となりました。
（バルブ製品事業） 
　主要市場が米国であるＴＰＭＳ製品(直接式タイヤ空気圧監視システム)の大幅な販売減少が影響し、売上
高は53億10百万円(前年同四半期比10.9％減)となりましたが、材料価格の好転や「緊急収益改善活動」の
成果などにより、営業利益は６億11百万円（前年同四半期比522.5％増）となりました。  
（情報・サービス事業） 
　売上高は１億２百万円(前年同四半期比9.4％減)と前年同期に比べ減少し、営業損失は14百万円(前年同四
半期は営業損失１百万円）となりました。 
 
②所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 
（日本） 
　主に当社において、プレス・樹脂製品、バルブ製品ともに、自動車生産の回復に伴い前年同四半期を上回
り、売上高は147億53百万円(前年同四半期比14.3％増）となりました。利益面では、売上高の増加に加え、
「緊急収益改善活動」の成果もあり、営業利益は８億91百万円（前年同四半期は営業損失７億91百万円）
となりました。 
（アジア） 
　バルブ製品については、生産回復の途上にあり、売上高は前年同四半期を下回りましたが、プレス・樹脂製
品については、中国での自動車生産の増加に伴い前年同四半期を上回りました。この結果、売上高は23億65
百万円(前年同四半期比17.8％増)、営業利益は３億53百万円(前年同四半期比213.4％増)となりました。  
（北米） 
　自動車生産台数の大幅な減少に加え、円高の影響により、売上高は43億76百万円(前年同四半期比29.0％
減)と大きく減少し、営業利益は１億50百万円（前年同四半期比62.2％減）となりました。 

　

なお、事業の種類別および所在地別セグメントの金額は、事業間・所在地間取引の消去後の数値でありま
す。
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（2）　財政状態に関する分析

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は877億13百万円となり、前連結会計年度末と比較して22億44百
万円の増加となりました。
資産の部では、流動資産は254億69百万円となり、前連結会計年度末と比較して57億95百万円の増加となり
ました。これは棚卸資産が合計９億71百万円減少しましたが、現金及び預金が38億95百万円、受取手形及び
売掛金が31億71百万円それぞれ増加したことなどによるものであります。
固定資産は622億43百万円となり、前連結会計年度末と比較して35億50百万円の減少となりました。これは
時価上昇等により投資有価証券が９億11百万円増加しましたが、償却費が投資額を上回ったことなどから
有形固定資産が42億18百万円減少し、その他に含まれる前払年金費用も５億40百万円減少したことなどに
よるものであります。
負債の部では、流動負債は199億64百万円となり、前連結会計年度末と比較して10億35百万円の減少となり
ました。これは支払手形及び買掛金が17億48百万円、１年内返済予定の長期借入金が７億77百万円、その他
に含まれる未払消費税等および預り金が合計７億23百万円それぞれ増加しましたが、短期借入金が38億36
百万円、賞与引当金が３億99百万円それぞれ減少したことなどによるものであります。
固定負債は303億６百万円となり、前連結会計年度末と比較して10億77百万円の増加となりました。これは
投資有価証券の時価評価益が増加したこと、繰越欠損金が短期解消見込となったことで相殺すべき繰延税
金資産が減少したことなどにより、その他に含まれる繰延税金負債が11億25百万円増加したことなどによ
るものであります。
純資産の部では、純資産合計は374億41百万円となり、前連結会計年度末と比較して22億２百万円の増加と
なりました。これは主に利益剰余金が13億63百万円、その他有価証券評価差額金が８億35百万円それぞれ増
加したことなどによるものであります。
　以上の結果、自己資本比率は39.7％となり、前連結会計年度末と比較して1.5ポイント増加いたしました。
　

（3）　キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結会計期間のキャッシュ・フローについては、営業活動により55億89百万円のキャッ
シュを獲得し、投資活動により17億56百万円のキャッシュを支出しました。営業活動で獲得したキャッシュ
から投資活動で支出したキャッシュを減じたフリー・キャッシュ・フローは、38億33百万円の収入となり
ました。また、財務活動については短期借入金の返済等により28億90百万円のキャッシュを支出しました。
以上の結果、現金及び現金同等物の第３四半期連結会計期間末残高は、第２四半期連結会計期間末に比べ８
億38百万円増加し、63億15百万円となりました。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動により55億89百万円のキャッシュを獲得（前第３四半期連結会計期間は９億16百万円の支出）
しました。これは税金等調整前四半期純利益が15億25百万円であったことに加え、減価償却費25億67百万
円、仕入債務の増加11億85百万円、その他の負債の増加７億88百万円等による増加と賞与引当金の減少４億
12百万円等の減少などによるものであります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動により17億56百万円のキャッシュを支出（前第３四半期連結会計期間に比べ10億74百万円減
少）しました。これは主に、有形固定資産の取得が17億74百万円に留まったことによるものなどでありま
す。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動により28億90百万円のキャッシュを支出（前第３四半期連結会計期間は29億31百万円の収入）
しました。これは主に短期借入金の純減少額が30億21百万円であったことによります。

　

（4）　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変
更および新たに生じた課題はありません。

　

（5）　研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は、１億57百万円であります。
　なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ
ん。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却において、重要な変更はありません。

　なお、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであり

ます。

　

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容
・目的

投資予定額
資金調達
方法

着手
年月

完了予
定年月

完成後の
増加能力等総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

提出
会社

東北工場
（宮城県
栗原市）

プレス・樹脂
製品事業

新 製 品
対応等

 

400
 

―
自己
資金

平成22
年１月

平成22
年５月

生産能力に重要な変
動はありません

(注)　上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 90,000,000

計 90,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在

発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成22年２月10日)

 上場金融商品取引所名
 又は登録認可金融商品
 取引業協会名

内容

普通株式 54,646,347 54,646,347
　東京証券取引所
　名古屋証券取引所
　（以上市場第一部）

単元株式数は
1,000株で
あります。

計 54,646,347 54,646,347 ― ―

(注) 「提出日現在発行数」欄には、平成22年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権付社債の権利行

使により発行された株式数は含まれておりません。 
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(2) 【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。

　第２回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成17年12月14日発行）

　
第３四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権付社債の残高（百万円） 6,000

新株予約権の数（個） 6,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

　新株予約権の目的となる株式の種類
 普通株式
 単元株式数は1,000株であります。

新株予約権の目的となる株式の数（株） 6,825,938

　新株予約権の行使時の払込金額（円） 879

　新株予約権の行使期間
自　平成18年１月４日
至　平成23年３月30日

　新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 879

資本組入額 440

　新株予約権の行使の条件

 
当社が本社債につき期限の利益を喪失した場

合には、以後本新株予約権を行使することは

できないものとする。

また、本新株予約権の一部について行使請求

することはできないものとする。

 

新株予約権の譲渡に関する事項

 
旧商法第341条ノ２第４項の定めにより、本

社債の社債部分と本新株予約権のうち一方

のみを譲渡することはできない。

 

代用払込みに関する事項

旧商法第341条ノ３第１項第７号および第

８号により、本新株予約権を行使するとき

は、本社債の全額の償還に代えて当該新株

予約権の行使に際して払込をなすべき額の

全額の払込とする請求があったものとみな

す。

 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―
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(3) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年10月１日～
平成21年12月31日

― 54,646,347 ― 4,320 ― 4,575

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握してお

りません。

　

(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
普通株式　　　765,000

― ―

（相互保有株式）
普通株式　　　 20,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　 53,631,000 53,631 ―

単元未満株式 普通株式　　　230,347 ― ―

発行済株式総数 　　　　　 54,646,347 ― ―

総株主の議決権 ― 53,631 ―

　

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
太平洋工業株式会社

岐阜県大垣市久徳町100番地 765,000― 765,000 1.40

(相互保有株式)
十字工業株式会社

岐阜県大垣市赤坂町801番地 20,000― 20,000 0.04

計 ― 785,000― 785,000 1.44
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 300 330 327 448 546 489 434 428 492

最低(円) 250 287 275 301 424 421 382 364 373

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)および前第３四半期連

結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)および当第３四半期連結累計期

間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)および前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、当第３

四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)および当第３四半期連結累計期間(平

成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表については有限責任監査法人トー

マツによる四半期レビューを受けております。

なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人

トーマツとなっております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 6,699

※2
 2,804

受取手形及び売掛金 ※4
 10,965 7,794

商品及び製品 1,722 2,236

仕掛品 1,514 1,931

原材料及び貯蔵品 1,423 1,464

その他 3,149 3,462

貸倒引当金 △5 △18

流動資産合計 25,469 19,674

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1, ※2
 12,363

※1, ※2
 12,872

機械装置及び運搬具（純額） ※1, ※2
 16,024

※1
 17,204

工具、器具及び備品（純額） ※1, ※2
 6,872

※1
 5,838

土地 ※2
 5,446

※2
 5,373

リース資産（純額） ※1
 1,378

※1
 1,566

建設仮勘定 1,796 5,246

有形固定資産合計 43,882 48,101

無形固定資産 215 261

投資その他の資産

投資有価証券 15,692 14,780

その他 2,491 2,690

貸倒引当金 △37 △39

投資その他の資産合計 18,145 17,431

固定資産合計 62,243 65,794

資産合計 87,713 85,468

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,689 5,940

短期借入金 2,129 5,966

1年内返済予定の長期借入金 1,969 1,191

未払金 5,042 5,270

未払法人税等 46 29

賞与引当金 589 988

その他 2,497 1,614

流動負債合計 19,964 21,000

固定負債

転換社債型新株予約権付社債 6,000 6,000

長期借入金 17,805 17,560

退職給付引当金 279 278

役員退職慰労引当金 199 225

その他 6,021 5,164

固定負債合計 30,306 29,229

負債合計 50,271 50,229
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,320 4,320

資本剰余金 4,579 4,579

利益剰余金 25,519 24,155

自己株式 △342 △331

株主資本合計 34,077 32,724

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 5,282 4,447

為替換算調整勘定 △4,496 △4,486

評価・換算差額等合計 786 △38

少数株主持分 2,577 2,553

純資産合計 37,441 35,238

負債純資産合計 87,713 85,468
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 66,306 54,863

売上原価 59,346 48,289

売上総利益 6,960 6,573

販売費及び一般管理費 ※１
 5,554

※１
 5,285

営業利益 1,405 1,288

営業外収益

受取利息 33 10

受取配当金 359 167

持分法による投資利益 59 224

その他 162 245

営業外収益合計 614 648

営業外費用

支払利息 292 360

為替差損 184 46

その他 26 36

営業外費用合計 504 443

経常利益 1,515 1,492

特別利益

固定資産売却益 － 4

投資有価証券売却益 － 478

その他 － 18

特別利益合計 － 501

特別損失

固定資産除売却損 70 39

たな卸資産評価損 154 －

その他 8 －

特別損失合計 233 39

税金等調整前四半期純利益 1,282 1,954

法人税等 ※２
 350

※２
 356

少数株主利益 5 36

四半期純利益 925 1,561
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 21,079 21,495

売上原価 19,372 18,234

売上総利益 1,706 3,260

販売費及び一般管理費 ※１
 1,796

※１
 1,875

営業利益又は営業損失（△） △89 1,385

営業外収益

受取利息 8 3

受取配当金 163 64

持分法による投資利益 － 168

為替差益 － 2

その他 36 42

営業外収益合計 207 281

営業外費用

支払利息 110 120

持分法による投資損失 18 －

為替差損 240 －

その他 6 11

営業外費用合計 376 131

経常利益又は経常損失（△） △258 1,534

特別利益

固定資産売却益 － 0

その他 － 0

特別利益合計 － 0

特別損失

固定資産除売却損 16 9

特別損失合計 16 9

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△275 1,525

法人税等 ※２
 2

※２
 484

少数株主利益 5 14

四半期純利益又は四半期純損失（△） △283 1,026
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,282 1,954

減価償却費 6,713 7,498

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3 △17

退職給付引当金の増減額（△は減少） △4 △8

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3 △32

賞与引当金の増減額（△は減少） △570 △402

受取利息及び受取配当金 △393 △178

支払利息 292 360

為替差損益（△は益） 16 △9

持分法による投資損益（△は益） △59 △224

有形固定資産除売却損益（△は益） 58 35

投資有価証券売却損益（△は益） － △478

売上債権の増減額（△は増加） 1,818 △3,083

たな卸資産の増減額（△は増加） △320 1,026

その他の流動資産の増減額（△は増加） △763 378

前払年金費用の増減額（△は増加） 263 540

仕入債務の増減額（△は減少） △1,243 1,669

その他の負債の増減額（△は減少） △1,652 2,555

その他 3 1

小計 5,447 11,585

利息及び配当金の受取額 410 193

利息の支払額 △272 △335

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,039 173

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,546 11,617

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △127 △77

定期預金の払戻による収入 508 77

有形固定資産の取得による支出 △12,652 △5,080

有形固定資産の売却による収入 19 34

無形固定資産の取得による支出 △78 △23

投資有価証券の売却による収入 － 970

子会社株式の取得による支出 － △11

短期貸付金の純増減額（△は増加） 14 1

長期貸付けによる支出 △11 △9

長期貸付金の回収による収入 8 8

その他 △20 10

投資活動によるキャッシュ・フロー △12,338 △4,099
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(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 5,164 △3,827

長期借入れによる収入 － 1,362

長期借入金の返済による支出 △76 △592

リース債務の返済による支出 － △221

自己株式の純増減額（△は増加） △1 △0

配当金の支払額 △501 △303

少数株主への配当金の支払額 △1 △1

その他 － △7

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,584 △3,591

現金及び現金同等物に係る換算差額 △217 △46

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,424 3,879

現金及び現金同等物の期首残高 6,170 2,426

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 10

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,745

※
 6,315
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１　連結の範囲に関

する事項の変更

(1) 連結の範囲の変更

第１四半期連結会計期間より、従来、非連結子会社（持分法非適用）であった太平洋エ

アコントロール工業株式会社を重要性が増したため連結の範囲に含めております。

(2) 変更後の連結子会社の数

12社

２　持分法の適用に

関する事項の変

更
 

　　持分法適用関連会社
①　持分法適用関連会社の変更
前連結会計年度において持分法適用会社でありましたTAKUMI STAMPING INC.は保有株

式売却に伴い、第１四半期連結会計期間において関連会社より外れております。
②　変更後の持分法適用関連会社の数
１社

３　会計処理基準に

関する事項の変

更

　　完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、すべての工事について工事完成基準

を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成

19年12月27日）および「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第18号　平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連

結会計期間に着手した工事契約から、重要性が認められるもののうち、当第３四半期連

結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事

進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完

成基準を適用しております。なお、これによる損益に与える影響はありません。 

　

【表示方法の変更】

　
　　　　　　　　　　当第３四半期連結累計期間
　　　　　　　　　 (自  平成21年４月１日 
 　　　　　　　　　  至  平成21年12月31日)

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めておりました

「投資有価証券売却損益（△は益）」（前第３四半期連結累計期間△０百万円）については、当第３四半期連結

累計期間において、金額的重要性が増したため区分掲記しております。

前第３四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めておりました

「投資有価証券の売却による収入」（前第３四半期連結累計期間１百万円）については、当第３四半期連結累計

期間において、金額的重要性が増したため区分掲記しております。

 

　

【簡便な会計処理】

　

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

　  法人税等並びに

繰延税金資産お

よび繰延税金負

債の算定方法　

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要な

ものに限定する方法によっております。 
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、99,536百万円

であります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、92,525百万円

であります。

※２　担保資産

      担保に供されている資産について事業の運営に
おいて重要なものであり、かつ、前連結会計年度
の末日に比べて著しい変動が認められるもの
は、次のとおりであります。

　　　現金及び預金 3百万円

　　　建物及び構築物 169

　　　機械装置及び運搬具 330

　　　工具、器具及び備品 2

　　　土地 573

　　　計 1,079

※２　担保資産

      
 

 

　　　現金及び預金 3百万円

　　　建物及び構築物 114

　　　土地 494

　　　計 612

　３　偶発債務

      債務保証

      次の会社について、金融機関からの借入に対し

債務保証を行っております。

保証先 金額（百万円） 内容

TAKUMI

STAMPING INC.
124 借入債務

T A K U M I

STAMPING

TEXAS INC.

13 借入債務

T A K U M I

STAMPING

CANADA INC.

43 借入債務

十字工業株式会

社
631 借入債務

計 813 ―

 

　３　偶発債務

    　債務保証

　　　次の関係会社等について、金融機関からの借入に対

し債務保証を行っております。

保証先 金額（百万円） 内容

TAKUMI

STAMPING INC.
485 借入債務

T A K U M I

STAMPING

TEXAS INC.

36 借入債務

T A K U M I

STAMPING

CANADA INC.

36 借入債務

太平洋エアコン

トロール工業株

式会社

257 借入債務

計 815 ―

※４　四半期連結会計期間末日満期手形

      四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって決済処理をして

おります。なお、当第３四半期連結会計期間末日

が金融機関の休日であったため、次の四半期連

結会計期間末日満期手形が当第３四半期連結会

計期間末残高に含まれております。

　　　受取手形　　　　　　　　　　　　　58百万円

　　　　　　―――――――――――
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金

  額は次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金

  額は次のとおりであります。

　　　支払運賃 1,738百万円

　　　給料賃金 1,339

　　　賞与引当金繰入額 125

　　　退職給付費用 123

　　　役員退職慰労引当金繰入額 24

　

　　　支払運賃 1,421百万円

　　　給料賃金 1,505

　　　賞与引当金繰入額 133

　　　退職給付費用 223

　　　役員退職慰労引当金繰入額 24

　

※２　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示してお

  ります。

※２　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示してお

  ります。

　

第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金

  額は次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金

  額は次のとおりであります。

　　　支払運賃 553百万円

　　　給料賃金 428

　　　賞与引当金繰入額 112

　　　退職給付費用 38

　　　役員退職慰労引当金繰入額 6

　

　　　支払運賃 579百万円

　　　給料賃金 501

　　　賞与引当金繰入額 125

　　　退職給付費用 73

　　　役員退職慰労引当金繰入額 8

　

※２　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示してお

  ります。

※２　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示してお

  ります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第３半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,864百万円

預入期間が３か月超の定期預金
△118　　　　
　 　 　　

現金及び現金同等物
2,745　　　　

　

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 6,699百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △383

現金及び現金同等物 6,315

　

(株主資本等関係)

　

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)および当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日

至 平成21年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 54,646,347

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,201,356

　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月20日
定時株主総会

普通株式 161 ３ 平成21年３月31日 平成21年６月22日 利益剰余金

平成21年11月４日

取締役会
普通株式 161 ３ 平成21年９月30日 平成21年11月30日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの
　　　
 

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)

　

　
プレス・樹脂
製品事業
(百万円)

 バルブ製品
事業
(百万円)

情報・
サービス事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

15,008 5,957 113 21,079 ― 21,079

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

― ― 178 178 (178) ―

計 15,008 5,957 291 21,257 (178) 21,079

営業利益または営業損失(△) △197 98 △1 △101 11 △89

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
プレス・樹脂
製品事業 
(百万円)

バルブ製品
事業 
(百万円)

情報・ 
サービス事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

16,082 5,310 102 21,495 ― 21,495

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

― ― 71 71 (71) ―

計 16,082 5,310 174 21,566 (71) 21,495

営業利益または営業損失(△) 779 611 △14 1,376 8 1,385
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前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　

　
プレス・樹脂
製品事業
(百万円)

 バルブ製品
事業
(百万円)

情報・　　　
サービス事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

46,637 19,229 440 66,306 ― 66,306

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― 619 619 (619) ―

計 46,637 19,229 1,059 66,926 (619) 66,306

営業利益 437 934 1 1,373 31 1,405

(注)１　 事業区分の方法

　　　　 当社グループは原則として製品系列により、事業区分をしております。

　 　　　各区分に属する主要な製品の名称は、次のとおりであります。

事業区分 主要製品名

プレス・樹脂製品事業

自動車用プレス
・樹脂製品

ホイールキャップ、フード・トランクヒンジ、オイルパン、
エンジンカバー、車体骨格部品、カーエアコン用フ　　　ァン
 

 金型  プレス金型、樹脂金型 

バルブ製品事業

タイヤバルブ・
　バルブコア製
品

タイヤバルブ、バルブコア、バルブ付属品 

 バルブ関連製品
 冷凍空調用冷媒バルブ、リリーフバルブ、チェックバル
 ブ、電動膨張弁、電動三方弁

 TPMS製品  自動車用TPMS （直接式タイヤ空気圧監視システム）

 電子機器製品  産業用・レジャー用マイコン制御機器 

情報・サービス事業

情報関連事業
コンピューターによる情報処理、ソフトウェアの開発・売
買 

サービス関連事業
油脂類の売買、損害保険の代理業務、人材派遣業務、ゴルフ
場の経営 

　　２　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」(１)に記載のとおり、第１四半期連結会計

期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号　平成18年７月５日)を適用しておりま

す。この結果、当第３四半期連結累計期間におけるプレス・樹脂製品事業の営業利益は51百万円減少し、バル

ブ製品事業の営業利益は８百万円増加し、情報・サービス事業の営業利益は９百万円減少しております。

　　３　「追加情報」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より、当社の機械装置について耐用年数を変更しており

ます。この結果、当第３四半期連結累計期間におけるプレス・樹脂製品事業の営業利益は154百万円、バルブ

製品事業の営業利益は96百万円それぞれ減少しております。
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当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　

　
プレス・樹脂
製品事業
(百万円)

 バルブ製品
事業
(百万円)

情報・　　　
サービス事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

40,659 13,818 386 54,863 ― 54,863

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― 274 274 (274) ―

計 40,659 13,818 661 55,138 (274) 54,863

営業利益または営業損失(△) 262 1,031 △21 1,272 15 1,288

(注)　　 事業区分の方法

　　　　 当社グループは原則として製品系列により、事業区分をしております。

　 　　　各区分に属する主要な製品の名称は、次のとおりであります。

事業区分 主要製品名

プレス・樹脂製品事業

自動車用プレス
・樹脂製品

ホイールキャップ、フード・トランクヒンジ、オイルパン、
エンジンカバー、車体骨格部品、カーエアコン用フ　　　ァン
 

 金型  プレス金型、樹脂金型 

バルブ製品事業

タイヤバルブ・
　バルブコア製
品

タイヤバルブ、バルブコア、バルブ付属品 

 バルブ関連製品
 冷凍空調用冷媒バルブ、リリーフバルブ、チェックバル
 ブ、電動膨張弁、電動三方弁

 TPMS製品  自動車用TPMS （直接式タイヤ空気圧監視システム）

 電子機器製品  産業用・レジャー用マイコン制御機器 

情報・サービス事業

情報関連事業
コンピューターによる情報処理、ソフトウェアの開発・売
買 

サービス関連事業
油脂類の売買、損害保険の代理業務、人材派遣業務、ゴルフ
場の経営 
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)

　

　
日本
(百万円)

アジア　
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

12,907 2,007 6,163 21,079 ― 21,079

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

1,412 145 10 1,569 (1,569) ―

計 14,320 2,153 6,174 22,648(1,569)21,079

営業利益または営業損失(△) △791 112 399 △279 189 △89

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
日本
(百万円)

アジア　
(百万円)

北米
（百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

14,753 2,365 4,376 21,495 ― 21,495

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

2,172 71 7 2,250 (2,250) ―

計 16,925 2,437 4,383 23,745(2,250)21,495

営業利益 891 353 150 1,395 (10) 1,385
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前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　

　
日本
(百万円)

アジア
(百万円)

北米　　　(百万
円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

42,479 6,611 17,216 66,306 ― 66,306

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

6,936 562 59 7,558 (7,558) ―

計 49,415 7,173 17,276 73,865(7,558)66,306

営業利益または営業損失(△) △541 507 1,186 1,153 251 1,405

(注)１　 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

　　２   本邦以外の区分に属する国または地域

　　(1) アジア……台湾・タイ・韓国・中国 

　　(2) 北米　……アメリカ 

　　３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」(１)に記載のとおり、第１四半期連結会計

期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号　平成18年７月５日)を適用しておりま

す。この結果、当第３四半期連結累計期間における日本の営業損失は53百万円増加しております。

　　４　「追加情報」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より、当社の機械装置について耐用年数を変更しており

ます。この結果、当第３四半期連結累計期間における日本の営業損失は251百万円増加しております。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　

　
日本
(百万円)

アジア
(百万円)

北米　　　(百万
円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

38,387 6,096 10,378 54,863 ― 54,863

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

5,696 246 19 5,963 (5,963) ―

計 44,084 6,343 10,398 60,826(5,963)54,863

営業利益または営業損失(△) 700 679 △87 1,292 (4) 1,288

(注)１　 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

　　２   本邦以外の区分に属する国または地域

　　(1) アジア……台湾・タイ・韓国・中国 

　　(2) 北米　……アメリカ 

　

EDINET提出書類

太平洋工業株式会社(E02178)

四半期報告書

27/35



【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)

　

　 アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(百万円) 2,193 6,096 119 8,409

Ⅱ  連結売上高(百万円) ― ― ― 21,079

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

10.4 28.9 0.6 39.9

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　

　 アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(百万円) 2,579 4,313 98 6,991

Ⅱ  連結売上高(百万円) ― ― ― 21,495

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

12.0 20.1 0.4 32.5

　

前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　

　 アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 7,374 17,012 445 24,831

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 66,306

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

11.1 25.7 0.7 37.5

(注) １　国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

　　 ２　各区分に属する主な国または地域

　　(1) アジア　　　……台湾・タイ・韓国・中国

　　(2) 北米　　　　……アメリカ 

　　(3) その他の地域……フランス・イギリス 

　　 ３　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　

　 アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 6,838 10,274 229 17,342

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 54,863

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

12.5 18.7 0.4 31.6

(注) １　国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

　　 ２　各区分に属する主な国または地域

　　(1) アジア　　　……台湾・タイ・韓国・中国

　　(2) 北米　　　　……アメリカ 

　　(3) その他の地域……フランス・イギリス 

　　 ３　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。
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(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリー
ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計
期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載し
ておりません。

　

(有価証券関係)

　当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、か
つ、当該有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著し
い変動が認められます。

　 種類 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

四半期連結貸借対照
表計上額が取得原価
を超えるもの

(1) 株式 2,002 11,136 9,134

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 2,002 11,136 9,134

四半期連結貸借対照
表計上額が取得原価
を超えないもの

(1) 株式 16 14 △2

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 16 14 △2

合計 2,019 11,151 9,132

(注)  株式の減損にあたっては、時価が取得原価に比べ50％以上下落したものについては全て減損処理を行い、時価が

取得原価に比べ30％以上50％未満下落したもののうち、最近１年間にわたって平均月末時価が取得原価に比べ

30％以上50％未満下落したものについては、回復可能性を検討し、減損処理を行っております。

　

(デリバティブ取引関係)

　当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっ
ており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

　デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益

　通貨関連

区分 種類
契約額等　　(百
万円)

時価　　　　　　(百万
円)

評価損益　　　(百万
円)

市場予約取引以外　
の取引

 
　為替予約取引
　　売建
　　　米ドル
 

 
 
 

2,399
 

 
 
 

2,448
 

 
 
 

△48
 

合計 2,399 2,448 △48

(注)　１　時価の算定方法

　　　　　為替予約取引・・・先物為替相場によっております。

　　　２  上記は、連結貸借対照表上相殺消去されている連結子会社に対する外貨建金銭債権をヘッジする目的で締結し

ている為替予約であります。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 652.33円
　

　 　

　 611.55円
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第３四半期
連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 37,441 35,238

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 2,577 2,553

  (うち少数株主持分) (2,577) (2,553)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額
(百万円)

34,863 32,685

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末
（期末）普通株式の数(千株) 53,444 53,447

　

２  １株当たり四半期純利益および潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益 17.31円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 15.35円
　

１株当たり四半期純利益 29.21円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 25.90円
　

(注)　　１株当たり四半期純利益および潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益 　 　

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 925 1,561

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 925 1,561

普通株式の期中平均株式数(千株) 53,487 53,445

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 　 　

四半期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(千株) 6,825 6,825

（うち転換社債型新株予約権付社債） (6,825) (6,825)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

― ―
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第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失(△) △5.30円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失
であるため、記載しておりません。

　

１株当たり四半期純利益 19.20円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 17.03円
　

(注)  １株当たり四半期純利益または四半期純損失および潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎　　

は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益または四半期純損失
（△）

　 　

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
または四半期純損失(△)(百万円)

△283 1,026

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益
または四半期純損失(△)(百万円)

△283 1,026

普通株式の期中平均株式数(千株) 53,486 53,445

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 　 　

四半期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(千株) ― 6,825

（うち転換社債型新株予約権付社債） ― (6,825)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

― ―

　

　

(重要な後発事象)

 退職給付制度の変更

当社は、平成22年１月27日開催の取締役会において、退職給付制度について平成22年４月１日より、
以下のように変更することを決議いたしました。 
　確定拠出年金につきましては、退職給付制度に占める割合をこれまでの25％から40％に引き上げま
す。
　この移行に伴う当連結会計年度の損益に与える影響額は、平成21年12月31日時点において概算３億50
百万円の特別損失となる見込みであります。
　確定給付年金につきましては、市場金利に連動して年金給付額が変わる類似キャッシュバランスプラ
ン制度に移行します。
　この移行に伴い概算２億40百万円の過去勤務債務の減少が発生する見込みであります。当該過去勤務
債務の減少額は、発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（3年）による定額法に
より按分した額を、発生年度から退職給付費用の控除として処理する予定であります。 
　なお、移行時の退職給付債務等が確定していないこと等から、当連結会計年度及び将来の損益に与え
る影響額は変動する可能性があります。 
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２ 【その他】

平成21年11月４日に中間配当に関して次のとおり取締役会の決議を行っております。

　　　　　・中間配当金の総額　　　　　　　　　　　161百万円

　　　　　・１株当たりの配当額　　　　　　　　　   ３円00銭

　　　　　・中間配当金支払開始日　　　　   平成21年11月30日

（注）平成21年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月12日

太平洋工業株式会社

取 締 役 会 御中

　

監査法人トーマツ

　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士    渋　谷　英　司    印

　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士    淺　井　孝　孔    印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太平

洋工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成

20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、太平洋工業株式会社及び連結子会社の平成20

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月５日

太平洋工業株式会社

取 締 役 会 御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士  　水　上　圭　祐　 印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士  　淺　井　孝　孔 　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太平

洋工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成

21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、太平洋工業株式会社及び連結子会社の平成21

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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